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当社連結子会社の売上の期間帰属等に関する調査のお知らせ 

 

 

 この度、当社の連結子会社である株式会社日本Ｍ＆Ａセンター（以下、「日本Ｍ＆Ａセンター」

といいます。）の売上の期間帰属等に関して疑義のある事象（以下、「本件事案」といいます。）

が存することが判明しました。 

 当社では、事実関係調査を開始いたしますので、その旨お知らせいたします。 

 

 この度は株主をはじめとする当社ステークホルダーの皆様に多大なるご心配をおかけしますこと

を深くお詫び申し上げます。 

 

記 

１．調査内容に関して 

日本Ｍ＆Ａセンターでは四半期ごとに、同社が仲介者として担当する業務のＭ＆Ａ成約等に伴

い売上認識をしておりますが、同社の社内報告において一部不適切な報告が社内での確認の結果

発見されました。 

当社では、本件事案の事実関係解明のために、本日から外部専門家の協力のもとに過去５年間

の社内調査を実施することといたしました。 

 

２．業績に対する影響について 

現時点の認識では、各四半期の売上計上の期間帰属等のいわゆる期ずれを中心とする影響があ

るものと認識しております。 

 

３．今後の対応について 

  調査結果は確認次第お知らせいたします。なお、当調査につきましては当社 2022 年３月期第３

四半期決算短信の発表前（2022 年１月 28 日予定）までに調査を終える考えであります。 

 
以 上  


